
来年以降の農林水産政策４本柱の更なる展開

農林水産業のグリーン化

農林水産物・食品の輸出促進

食料安全保障の強化
農林水産政策４本柱の更なる展開

・ 2030年までに堆肥・下水汚泥資源の使用量倍増に向けて、今後下水汚泥資源等の肥料施設整備や関係者間の連
携、下水汚泥資源を利用した肥料の新たな規格の創設、堆肥の広域流通等を促進。
・ みどりの食料システム法に基づき、９月に国の基本方針を策定。これに即し、10月に滋賀県で全国初の基本計画を作
成。2023年３月までに全都道府県で作成し、全国展開を加速化。
・ 55の市町村が地域ぐるみで有機農業を行う「オーガニックビレッジ」の取組を開始。2030年までに200市町村を目指
す。また、温室効果ガス削減率の等級表示（見える化）を実証し、実装につなげる。
・ 住宅用部材の国産への転換や非住宅・中高層建築物等における木材利用等を推進し、2030年までに国産材の供給量２割増を目指す。

・ 2022年の農林水産物・食品の輸出額は、昨年より１か月早いペースで１兆円を突破。2025年の輸出額２兆円目
標の前倒しを目指しつつ、2030年の５兆円目標を達成するため、輸出拡大実行戦略を改訂し、取組を加速化する。
・ 改正輸出促進法に基づき認定された農林水産物・食品輸出促進団体（本年12月までに15品目７団体を認定）を
中核として、品目ごとの売り込みを強化する。
・ 海外への品種流出の防止を強化するため、海外で育成者権者に代わって品種登録し、ライセンスする育成者権管理
機関の取組に着手し、早期の法人設立を目指す。

・ 政策大綱では、令和４年度第２次補正予算で措置された食料安全保障構造転換対策を中心に、食料安全保障の強
化のための重点対策を位置付け、継続的に実施。
➢ 肥料の国産化・安定供給（2030年までに堆肥・下水汚泥資源の使用量を倍増し、肥料の使用量（リンベース）に占める国内資源の利用割合を40％へ）
➢ 飼料作物の国産化推進（2030年までに飼料作物の生産面積を32％増）
➢ 水田を畑地化し、小麦・大豆等の本作化の促進（2030年までに生産面積を小麦９％、大豆16％、米粉用米188％増）
➢ 食品ロス削減及びフードバンク支援（2030年度までに、2000年度比、事業系食品ロス半減） 等

農林水産・食品産業
の１割を海外仕向けに
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持・強化

環境負荷の少ない調
達、生産、加工・流通、
消費の実現による持続可
能な食料システムの確立
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目標
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● 改訂「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」の下で、円安を活かした輸出額２兆円目標の前倒し達成に向けた取組の加速化

● 新たに策定されたみどりの食料システム法の基本方針の下で、環境負荷低減の取組の推進（みどりの食料システム戦略の実現）

● 新たに食料安全保障強化政策大綱を定め、食料安全保障の強化に向けた取組の推進

〇 食料の安定供給の基盤強化に向けて継続的に対策を講ずるため、食料安全保障強化政策大綱を策定。
〇 緊急パッケージを踏まえた食料安全保障の取組を中心に大綱に位置付けつつ、スマート、輸出、グリーン化も対策を取りまとめ。
〇 現在進められている食料・農業・農村基本法の検証・見直しの結果を踏まえ、大綱に基づく施策の見直しを行う。

スマート農林水産業等による成長産業化

・ スマート農機のシェアリング等を行う農業支援サービスについて、 現在、希望する担い手の６割が利用できているところ、
2025年までに8割以上への提供を目指す。
・ スマート技術を積極的に取り入れる産地に対し「スマートサポートチーム」による実地指導を11地区で開始し、今後全国展開を図る。
・ 林業・水産業分野においても、来年度から「デジタル戦略拠点」の創出に取り組む。特に水産について、 ICTを活用した大規
模養殖や給餌効率化など、水産業のスマート化を推進し、2025年までにブリ３倍、マダイ４倍の輸出額拡大を目指す。

スマート技術等の活用に
よる労働力不足の解消や
生産性の向上等を通じ、
生産基盤を維持・強化

目標
● 新たに策定された「デジタル田園都市国家構想総合戦略」の下で、スマート農林水産業実装の加速化
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